
様式１

公正取引委員会

令和４年度 令和５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：競争政策の広報・広聴等

001 国際競争組織分担金 平成１７年度 終了予定なし 0.3 0.3 0.3 外部有識者点検対象外 現状通り

ICNの運営に対する財政的貢献（3,000ド
ル）は、開発途上国への旅費支援等のため
に必要なものであり、本分担金の拠出を継
続していくことが適当であるが、引き続
き、透明性の確保やICN加盟当局間の公平な
負担の追求等を行っていくべきである。

0.3 0.4 0.1 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見通
り、現状の事業内容及び要求額を維持す
る。なお、分担金の運用については、引
き続き透明性を確保するために、その使
途が適正なものであるかを確認してい
く。

- 官房 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普
及啓発等に必要な経費

公正取
引委員
会

20 - 0001 - - - - - - - 令和元年度

002
独占禁止政策に関する地方有識者との懇談
会

昭和５４年度 終了予定なし 4 4 0.4 外部有識者点検対象外 現状通り

・実際に地方を訪問して公取委の業務を説
明し、理解を増進してもらうことの意義は
大きいので、新型コロナウイルス感染症の
状況を見つつ、可能な限り、対面形式での
開催を模索していくことが望ましい。
・講演会を開催する場合には、講演会参加
者の理解度向上につなげるため、各委員、
特に新委員への事前の厚いサポートをお願
いしたい。

4 4 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見のと
おり、引き続き、本事業内容を維持す
る。また、懇談会及び講演会は、引き続
き、対面形式での開催を原則とする。た
だし、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大等といった開催に係る状況変化に適
切に対応すべく、ウェブ会議形式での開
催を必要に応じて検討・実施する。

- 官房 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普
及啓発等に必要な経費

公正取
引委員
会

20 - 0002 - - - - - - - 平成30年度

003 独占禁止懇話会 昭和４３年度 終了予定なし 1 1 1 外部有識者点検対象外 現状通り

・会員からの意見を業務に活かしていくた
めの仕組み（議題設定を含む）を考えてい
ただくとよい。
・議題については、十分な検討が必要。会
員のニーズも探ってもよいのではないか。

1 1 0 - 現状通り
引き続き各委員からの意見を踏まえて、
競争政策の有効かつ適切な推進のための
検討を行っていくこととしたい。

- 経済取引局 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普
及啓発等に必要な経費

公正取
引委員
会

20 - 0003 - - - - - - - 令和２年度

004 競争政策研究センター 平成１５年度 終了予定なし 28 28 10 外部有識者点検対象外 現状通り

・新型コロナウイルス感染拡大の影響によ
り縮小した競争政策研究センター所長や主
任研究官の対面による活躍の機会を再度設
けるなど、今後の活動の在り方について検
討を行っていただきたい。
・公開のシンポジウム及びセミナーについ
て、対面及びオンラインそれぞれの形式別
に参加者の満足度を把握し、望ましい開催
方法を検討いただきたい。オンライン開催
でも参加者の満足度が変わらないのであれ
ば、オンライン開催を中心として開催件数
の増加や、予算の見直しを行っていただき
たい。
・様々な法律系・経済学系雑誌への投稿
や、競争政策研究センターの英語版ウェブ
サイトの充実化により、ディスカッショ
ン・ペーパーをはじめとした競争政策研究
センターの成果物の周知強化に努めていた
だきたい。

25 21 ▲ 4 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見どお
り、事業内容を維持する。新型コロナウ
イルス感染拡大の状況を踏まえつつ、競
争政策研究センターにおける対面による
対話の機会、参加者の満足度を踏まえた
公開のシンポジウム及びセミナーの開催
形式の在り方、競争政策研究センターの
成果物の周知方法の検討等を行い、引き
続き事業の改善を継続していく。

- 官房 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普
及啓発等に必要な経費

公正取
引委員
会

20 - 0004 - - - - - - - 令和３年度

005 政府規制・公的制度等に関する検討会議 昭和５５年度 終了予定なし 1 1 0.2

・時代の変化に対応した有意義な事業であり、引き続き検討会議を有
効に運営し、成果を活用されることを期待する。
・ホームページのアクセス件数が目標を大きく上回っているが、そも
そも当初想定した目標値が低かったのか、それとも想定以上の成果が
得られたのか。想定以上の成果が得られたのであればその旨をレ
ビューシートに表現すべき。
・国民的な関心の高いテーマをよく選定し、政府規制・公的制度のあ
り方について、競争性の持つ意義を伝えられる結果が得られたものと
評価できる。

現状通り
検討会議自体の効果測定の方法を検討して
もよいのではないか。

0.8 0.6 ▲ 0.2 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見どお
り、引き続き本事業を継続することが適
当と考える。
また、同推進チームの所見を踏まえ、引
き続き、どのような評価指標がより実態
を反映し分かりやすいものであるかを検
討する。

- 経済取引局 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普
及啓発等に必要な経費

公正取
引委員
会

20 0005 - - - - 書面点検 その他 平成29年度

006 広報アドバイザリー事業 平成３０年度 終了予定なし 1 1 0.9 外部有識者点検対象外  現状通り

・引き続き、一般競争入札を原則とするこ
とによる競争性の確保に努めてほしい。
・相談の機会が少ない中で、効率的に外部
専門家の専門知識を活用しているものと認
められる。
・外部専門家からのアドバイス内容につい
て、総局内で共有できるものは積極的に共
有してほしい。

1 1 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見のと
おり、効果的な広報活動を行うために本
事業を継続して実施する。その際、本事
業で得られたノウハウを引き続き蓄積す
るとともに、アドバイスを有効に活用
し、SNSの機能の進化等に追従しつつ、
効果的なSNSの発信に努める。

- 官房 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普
及啓発等に必要な経費

公正取
引委員
会

20 0008 - - - - - - 令和元年度

施策名：消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保

007 消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る
大規模書面調査

平成２６年度 令和３年度 413 413 394 外部有識者点検対象外 終了予定

・インターネットで回答しやすくする工夫
を毎年している点が良い。
・本事業で得られた知見を、下請法の書面
調査等の類似の調査に生かせるよう、適切
に引き継いでもらいたい。
・インターネットでの回答率の向上策等、
大規模な調査における回収率向上のための
取組は参考になるため、組織として引き継
がれるようにすべき。

0 0 0 - 予定通り終了 - - 経済取引局取引部 一般会計

（項）公正取引委員会
　（大事項）消費税の円滑
かつ適正な転嫁の確保に必
要な経費

公正取
引委員
会

20 - 0007 - - - - - - - 令和３年度

施策名：デジタル市場における競争環境の整備

008 外部専門家や外部機関を活用したデジタル
分野の情報収集

令和２年度 終了予定なし 12 10 8 外部有識者点検対象外 現状通り

・引き続き効率的・効果的な予算執行に努
めてほしい。
・実態・効果に合わせた見直しが既に図ら
れているようであり、引き続き見直しも含
め取り組んでいただきたい。

3 21 18 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見のと
おり、引き続き本事業を継続することと
したい。

令和３年度行政事業
レビュー外部有識者
会合において、本事
業と「0010外部機関
を活用したデジタル
分野の情報収集」の
事業を統合して検証
すべきとの指摘を受
けたことから、今年
度を一つの事業とし
て点検する。

経済取引局 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普
及啓発等に必要な経費

公正取
引委員
会

20 - 0009 - - - - - - - 令和３年度

460 458 415 35 49 14 -

11,030 10,709 9,765 10,753 11,106 317 

11,490 11,167 10,180 10,810 11,190 344 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。
注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。
注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。
　　　　「廃止」：令和４年度の点検の結果、事業を廃止し令和５年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）
　　　　「縮減」：令和４年度の点検の結果、見直しが行われ令和５年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）
　　　　「執行等改善」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）
　　　　「年度内に改善を検討」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和３年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）
　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和５年度予算概算要求において予算要求しないもの。
　　　　「現状通り」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）
注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

会計区分 直近の外部有識者点
検実施年度

３つ目

令和４年度外部有識
者点検対象

令和４年度外部有識
者点検対象とした理

由執行額
基金

所見の概要 反映内容

委託
調査

補助
金等

令和３年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

合　　　　　計

一般会計

令和４年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和５年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名 令和３年度
補正後予算額

令和３年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

外部有識者の所見

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

項・事項

行政事業レビュー推進チームの所見

1/1



様式２

令和４年度新規事業

公正取引委員会

３つを超える場合

施策名：下請法違反行為に対する措置

0001 「フリーランス・トラブル110番」外部委託事業 22 

・事業の有効性については、今後よく確認しつつ、
必要があれば今後の改善につなげていってほしい。
・利用度が向上した要因については、他の相談窓口
の利用度向上に向けて参考となるので、共有してお
くことが望ましい。
・政府として優先度が高い事業であり、引き続き利
用者から高い満足度が得られるよう厚生労働省等と
連携し、事業内容の必要な見直しを図ってほしい。
・現段階において、公正取引委員会として費用に見
合った効果があるかは疑問はある。

35 - 経済取引局取引部 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）下請法違反行為に対する措置等
に必要な経費

- - - - - - 　

22          一般会計 35              

（単位：百万円）

基金
委託
調査

補助
金等

令和３年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

担当部局庁

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名
令和４年度
当初予算額

行政事業レビュー推進チームの所見
（概要）

令和５年度
要求額

備　　考 会計区分 項・事項



様式３

令和５年度新規要求事業

公正取引委員会

（単位：百万円）

施策名：xx-xx ●●●●の推進

施策名：xx-xx ●●●●の推進

　 　

一般会計
○○特別会計○○勘定
　　　〃　　○○勘定

科学技術関係予算の集計に
向けた分類番号案

項・事項 基金
補助
金等

委託
調査

会計区分

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名 担当部局庁
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

令和５年度
要求額

該当なし

1/1



様式４

公正取引委員会

令和４年度 令和５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和４年度の点検の結果、事業を廃止し令和５年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和４年度の点検の結果、見直しが行われ令和５年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和３年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和４年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

執行可能額 執行額

（単位：百万円）

事　　業　　名 備　考

公開プロセス

取りまとめコメント（概要）評価結果 反映額 反映内容

合　　　　　計

公開プロセス結果の令和５年度予算概算要求への反映状況

事
業
番
号

令和３年度
補正後予算額

令和３年度
差引き

反映状況

該当なし

1/1



様式５

(単位：事業、百万円）

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「行政事業レビュー対象事業数」は、令和３年度に実施した事業数であり、令和４年度から開始された事業（令和４年度新規事業）及び令和５年度予算概算要求において新規に要求する事業（令和５年度新規要求事業）は含まれない。

注３．「廃止」、「縮減」及び「執行等改善」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和４年度の点検の結果、事業を廃止し令和５年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和４年度の点検の結果、見直しが行われ令和５年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの

　　　　　　　　　　　（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　一般会計と特別会計のそれぞれの事業数を合計した数が「一般会計＋特別会計」欄の事業数と合わない場合がある。

- 

注４．　一般会計と特別会計の両会計から構成される事業については、一般会計及び特別会計ともに記入すること。事業によっては、一般会計と特別会計の両会計から構成されているものがあり、
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「縮減」 ｢廃止｣「縮減｣計 「廃止」（参考）
令和５年度

要求額

「執行等
改善」
事業数

令和３年度
実施事業数

注５．「(参考)令和５年度要求額」は、行政事業レビューシートの作成・公表の対象となる事業（令和３年度実施事業、令和４年度新規事業、令和５年度新規要求事業）の要求合計額である。

- - - -- - -- 84 - - -- 8 -

「縮減」

- 

行政事業レビュー点検結果の令和５年度予算概算要求への反映状況（集計表）

所　管

一般会計　＋　特別会計 一　　　般　　　会　　　計 特　　　別　　　会　　　計

｢廃止｣｢縮減｣計
令和３年度
実施事業数

｢廃止｣ 「執行等
改善」
事業数

（参考）
令和５年度

要求額

「縮減」
令和３年度
実施事業数

「執行等
改善」
事業数

「廃止」


